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英字広報紙作成業務委託事業者募集要項 

 

 

 

１ 件名 英字広報紙作成業務委託 

 

２ 発行目的 

外国人をはじめとする区民及び区内在勤・在学者に対し、区民生活に必要な多様な行政情

報を戦略的かつ効果的に英語により提供し、行政サービスの向上を図るとともに、区政への

理解を深め、区民参画と区民協働を促進すること 

 

３ 業務概要 

（１）履行期間 

平成２８年４月１日から平成２９年３月３１日まで 

（２）参考事業規模額（提案上限額） 

９，５００，０００円（消費税含む） 

※この金額は、契約時の予定額を示すものではなく、あくまでも事業の規模を示すため

のものであることに留意してください。また、提案は上記金額を超えないものとします。 

（３）業務内容 

別紙「英字広報紙作成業務委託仕様書（案）」のとおり。 

なお、紙媒体の現英字広報紙（Minato Monthly）は、区長室広報係（区役所４階）、区

政資料室（区役所３階）、港区立図書館等で閲覧できます。また、電子データ（PDF及び

HTML）は、次の場所で閲覧することができます。 

【港区公式ホームページ＞区政情報＞各種広報媒体＞Minato Monthly】 

 

４ 参加資格 

契約締結日現在において、以下の資格を満たしていることを条件とします。 

（１）法人格を持つ団体であること。 

（２）地方自治法施行令（昭和２２年政令１６号）第１６７条の４の規定に該当しないこと。 

（３）港区物品買入れ等競争入札参加資格を有すること。 

（４）港区競争入札参加有資格者指名停止措置要綱（平成１６年８月１日１６港政契第２３８

号）に基づく指名停止の措置を受けていないこと。 

（５）経営不振の状態（会社更生法（平成１４年法律第１５４号）第１７条第１項に基づき厚

生手続開始の申立てをしたとき、民事再生法（平成１１年法律第２２５号）第２１条第

１項に基づき再生手続開始の申立てをしたとき、手形又は小切手が不渡りになったとき

等。ただし、区が経営不振の状態を脱したと認めた場合は除く）にないこと。 

（６）港区の契約における暴力団等控除設置要綱（平成２４年１月２６日２３港総契第１１５

７号）に基づく暴力団排除設置を受けていないこと。 

（７）区内に本店や支店・営業所等を置かない区外事業者は、原則として、区内事業者と共同

すること。 
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（８）当該事業者の正規雇用社員である業務責任者が業務に携わり、かつ区が行う打ち合わせ

に常時参加し、進行管理を行う体制を整えること。 

 

５ 企画提案事項 

（１）英訳体制について 

（２）原稿作成及び英訳について 

（３）１面写真の提案について 

（４）企画記事の提案について 

（５）効果的な配布方法について 

（６）編集・デザイン・レイアウトについて 

（７）全体構成について 

（８）会社概要及び業務実績 

 

６ スケジュール 

（１）募集要項等配布及び参加申込期間 

  平成２７年１１月１６日（月）～１１月３０日（月）午後５時 

（２）質問用電子メールアドレス受付期限 

  平成２７年１１月１９日（木）午後５時 

（３）募集要項等に対する質問期限 

  平成２７年１１月２０日（金）午後５時 

（４）質問回答 

  平成２７年１１月２４日（火） 

（５）一次審査用企画提案書等提出期限 

  平成２７年１１月３０日（月）午後５時 

  ※参加申込み後に辞退する場合も、上記期限までにご連絡ください。 

（６）一次審査（書類）結果通知日 

  平成２７年１２月９日（水） 

（７）二次審査用企画提案書等提出期限 

平成２７年１２月１６日（水）午後５時まで 

（８）二次審査（プレゼンテーション） 

  平成２７年１２月２１日（月）午後 

（９）二次審査結果通知 

  平成２７年１２月２２日（火） 

（10）契約締結 

  平成２８年４月１日 

 

７ 参加申込み 

（１）申込方法 

参加申込期限までに、提出資料１「参加申込書」（様式１）に必要事項を記入の上、持

参により提出してください。また、参加受付時に、提案者番号をお知らせしますので、提
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案書等の提出物には、指示に従いこの番号を記載してください。 

   区では、区が発注する契約において、区内事業者の受注機会拡大を図る取組を推進して

おり、区内に本店や支店・営業所等を置かない区外事業者がプロポーザルに参加する場合、

原則として「区内事業者と共同すること」としています。複数事業者による共同申請の場

合は、共同事業体構成書及び共同事業体構成書兼委任状（提出資料２）（様式２）を「参

加申込書」と併せて提出してください。なお、その際、共同事業体を構成するすべての事

業者が別に示す参加資格条件を具備していることが必要です。やむを得ず、区外事業者の

みで参加する場合は、一時審査及び二次審査における評価合計点の５％を評価合計点から

減点します（減点後の評価合計点の小数点以下を切上げ）。 

（２）提出先 

「１５ 書類提出先・担当部署」のとおり 

（３）申込受付期間 

平成２７年１１月１６日（月）～１１月３０日（月）午後５時 

 

８ 質問について 

  質問用電子メールアドレス受付期限までに、港区企画経営部区長室（区役所４階）に直接、

区からの質問回答を受信する電子メールアドレスを申告してください（電話での受付は行い

ません）。また、受付の際に質問送信先である区の電子メールアドレスもお伝えします。質

問期限までに、提出資料３「質問票」（様式３）に記入の上、電子メールで、質問用電子メ

ールアドレス受付時に区がお知らせする電子メールアドレス宛に送信してください。 

質問は、必ず電子メールで送信してください。電話による質問には回答しません。 

質問者全者からの質問を、質問者名を伏せて質問者全者に電子メールで回答します。 

・質問用電子メールアドレス受付期限 平成２７年１１月１９日（木） 

・質問受付期限           平成２７年１１月２０日（金）午後５時 

・質問回答             平成２７年１１月２４日（火） 

 

９ 候補者の選考 

  港区において区職員及び外部委員（学識経験者、国際交流関係）を委員とする事業候補者

選考委員会を設置し、審査します。 

（１）審査概要 

一次審査用企画提案書等により、参加資格条件を確認し、条件を満たしている事業者に

ついて、審査を実施します。なお、提案内容には法人の秘密に関する事項が含まれている

ため、審査は非公開で行います。 

（２）審査項目 

事業候補者選考委員会において、参加資格を満たす参加事業者の提案書審査（一次審査）

及びプレゼンテーション審査（二次審査）を実施します。 

次の表の評価項目と視点で審査し、最終的に随意契約の候補者として１社（者）を選考

します。 
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評価項目 審査の主な視点 

英訳体制について 社内に英訳体制が整っているか。 

原稿作成及び英訳について 外国人（英語使用者）が読んでも違和感のない原稿となってい

るか。 

１面写真の提案について 港区の魅力を伝えることのできる 1面写真が提案されている

か。 

企画記事の提案について 外国人住民が興味を持ち、かつ港区や日本の魅力を伝えること

のできる企画記事が提案されているか。 

効果的な配布方法について 既存の配布方法の他に、より多くの読者に情報を伝える配布方

法が提案されているか。 

全体構成について 業務目的を正確に理解し、各項目毎の提案内容を踏まえた全体

構成となっているか。また、区の魅力を発信することのできる

提案になっているか。 

編集・デザイン・レイアウト

について 

英字広報紙として、効果的に情報を伝えることができる読みや

すい編集・デザイン・レイアウトが提案されているか。 

会社概要及び業務実績 参加資格を満たし、業務遂行に必要な実績及び業務体制を有し

ているか。 

 

（３）審査手順 

①一次審査（書類審査） 

一次審査用企画提案書の内容、見積金額等の書類審査を行い、３社（者）程度を選考し

ます。 

②二次審査（プレゼンテーション審査） 

一次審査で選考された事業者に対し、二次審査用企画提案書を提出していただき、提案

書に基づき、プレゼンテーション及びヒアリングを行います。所要時間は３０分程度です

（説明１５分、質疑１５分）。 

※詳細は、後日該当事業者にお知らせします。 

（４）結果通知 

各審査終了後、参加事業者に選考・非選考の結果を提出資料１「参加申込書」（様式１）

記載のメールアドレス宛に電子メールで通知します。 

二次審査で選考された事業候補者について、「港区指名業者選定委員会」で審議し、了

承を得た後に、選定された事業候補者と随意契約を締結します。 

 

10 一次審査 

（１）一次審査用企画提案書等の提出 

①企画提案書等提出期限  平成２７年１１月３０日（月）午後５時まで 

②提出場所        港区企画経営部区長室（区役所４階） 

③提出方法        持参 

④提出書類 

  ア 提出資料４「参加資格審査申請書」（様式４） 
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イ 提出資料５「会社概要及び業務実績」（様式５） 

提出資料５には、平成２３年度以降に港区を除く地方公共団体から発注を受け、２「目

的」に該当する媒体の企画・編集業務を行った実績がある場合、成果物（実際の刊行物

等）の原本又は写しを添付してください。 

ウ 提出資料６「業務企画提案書 英訳体制について」 

エ 提出資料７「英訳原稿（１面）」 

オ 提出資料８「英訳原稿（中面）」 

カ 提出資料９「業務企画提案書 １面写真の提案について」 

キ 提出資料１０「業務企画提案書 企画記事の提案について」 

ク 提出資料１１「業務企画提案書 効果的な配布方法について」 

ケ 提出資料１２「業務企画提案書 全体構成について」 

サ 提出資料１３「見積書」 

シ 提出資料１４「港区物品買入れ等競争入札参加資格受付票（写）」 

ス 提出資料４～１２のデータを格納したＣＤ－Ｒ等（ＣＤ－Ｒ等表面には申込番号と社

（者）名を記入してください）１部 

（２）提出部数 

提出資料５～１２及び提出資料５への添付資料は１０部、提出資料４・１３・１４及び

ＣＤ－Ｒ等は１部 

（３）企画提案書体裁 

①フラットファイルは使用せず、提出資料ごとに左上をホチキス留めの上、提出資料１～

４・１３・１４及び添付資料をまとめて左上をクリップ等で止めて１部、提出資料５～

１２及び提出資料５への添付資料をまとめて左上をクリップ等で止めて１０部提出し

てください。 

②提出資料の右上に、参加申込時に港区が伝える申込番号を記入してください。 

③提出資料５～１２の書類には、事業者名がわかるような記載をしないでください。 

（４）提出資料ごとの記載内容 

提出資料５～１２については、下記の注意事項にのっとって資料を作成してください。 

①カラー印刷可。 

②提出資料５「会社概要及び業務実績」（様式５） 

提出資料５に記載の、平成２３年度以降に港区を除く地方公共団体から発注を受け、２

「目的」に該当する冊子の企画・編集業務を行った実績がある場合、成果物（実際の刊

行物等の原本又は写し）を添付してください。ただし、５件以上の実績がある場合は、

提出する成果物は５点までとします。 

③提出資料６「業務企画提案書 英訳体制について」 

外国人（英語使用者）が読んでも違和感のない英訳とするための、貴社（者）の基本的

な考え方や姿勢と、貴社（者）の英訳体制・方法について、計１ページ以内で述べてく

ださい。 

④提出資料７「英訳原稿（１面）」 

 区からお渡しする資料を基に１面（下部２分の１ページ程度）に掲載する日本語原稿を

作成し、それを基に英語原稿を作成してください。提出は、日本語原稿及び英語原稿と
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なります。 

⑤提出資料８「英訳原稿（中面）」 

 区からお渡しする日本語原稿を基に、中面に掲載する英語原稿を作成し、提出してくだ

さい。 

⑥提出資料９「業務企画提案書 １面写真について」 

港区の魅力を外国人住民に視覚的に伝えるための、貴社（者）の基本的な姿勢や考え方

と、具体的な写真を２点提案してください。 

⑦提出資料１０「業務企画提案書 企画記事について」 

外国人住民が興味を持ち、楽しんで読むことができ、かつ港区や日本の魅力を発信する

ことができる企画記事の提案について、貴社（者）の基本的な姿勢や考え及び具体的な

企画記事の提案と、企画立案・取材・原稿作成・編集の体制を計２ページで述べてくだ

さい。 

⑧提出資料１１「業務企画提案書 効果的な配布方法について」 

多くの読者に情報を伝えるため、既存の配布方法（区有施設の窓口で配布、希望者に郵

送、駅・郵便局・スーパー等で配布）を補完する効果的な配布方法を提案してください。 

⑨提出資料１２「業務企画提案書 全体構成について」 

英字広報紙の作成を行うにあたり、平成２７年度発行の英字広報紙「Minato Monthly」

と比較をしながら、貴社（者）の基本的な姿勢や考え（編集、デザイン、レイアウト、

写真、イラスト等）、効果的に情報を伝えることのできる読みやすい紙面のコンセプト、

長期間日本に在住・在勤・在学している人や日本にきて間もない人がそれぞれ必要な情

報を入手しやすい企画・編集に関する考え方を計３ページ以内で述べてください。また、

それを実現するための全体統括・企画立案・取材・原稿作成・編集・英訳校正・英訳チ

ェック等の体制を計１ページで述べてください。 

⑩提出資料１３「見積書」 

書式ついては任意としますが、本業務に要するすべてを含め、内訳の明細を記入してく

ださい（金額は全て税抜き）。 

（５）一次審査結果通知 平成２７年１２月９日（水） 

事業候補者選考委員会で検討を行い、合否に関わらず、提出資料１「参加申込書」（様

式１）に記載の電子メールアドレス宛に電子メールで通知します。 

 

11 二次審査 

（１）二次審査用企画提案書の提出 

一次審査通過事業者は、以下のように書類を提出してください。 

①二次審査用企画提案書提出期限  平成２７年１２月１６日（水）午後５時 

②提出場所            港区企画経営部区長室（区役所４階） 

③提出方法            持参 

④提出書類 

ア 提出書類１５「業務企画提案書 今後の業務展開について」 

 区の英字広報紙が、今後、戦略的に情報発信していくために、どのようなことが考え

られるのか、貴社（者）の考えや具体的な提案を計２ページ以内で述べてください。 
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イ 提出資料１６「具体的な掲載紙面デザイン・レイアウト案」 

    一次審査用企画提案書の提出資料５～１２で提案していただいた内容を踏まえ、下表

のとおり計２ページで具体的な紙面（１２月１日発行を想定）のデザイン・レイアウト

構成案を作成してください。 

ページ番号 内容 備考 

１ 

表紙写真 撮影する場所・内容等は自由です（原則としてオリ

ジナル画像）。 

企画記事 提出資料７「英訳原稿（１面）」で作成した英語原

稿を用いてください。 

２ 

英訳記事 提出資料８「英訳原稿（中面）」で作成した英語原

稿を用いてください。 

定例記事 区から送付する英語原稿を用いて、紙面をデザイ

ン・レイアウトしてください。 

 

（２）二次審査実施日        平成２７年１２月２１日（月）午後 

別途、一次審査通過事業者に対して開始時間を通知 

します。 

（６）二次審査実施場所       港区役所 

（７）二次審査実施方法 

①プレゼンテーション概要 

「９ 候補者の選考」「（３）審査手順②二次審査（プレゼンテーション審査）」のとお

り、業務責任者にプレゼンテーションを行っていただきます。 

提案説明は１５分程度を予定し、その後、選考委員との質疑応答を行います。プレゼン

テーション参加者は業務責任者を含め２名までとし、業務責任者に説明していただきます。 

②プレゼンテーション方法 

提出資料１２及び提出資料１５・１６（二次審査用企画提案書）について、パソコン及

びプロジェクタを用いて、スクリーンに投影して説明していただきます。プレゼンテーシ

ョンに用いるデータを入れたノートパソコンを持参してください。プロジェクタは港区が

用意しますので、ＶＧＡケーブル（アナログケーブル）出力のポートを有するノートパソ

コンを必ずご用意ください。 

（５）二次審査結果通知 平成２７年１２月２２日（火） 

事業候補者選考委員会で審査・検討を行い、合否に関わらず、提出資料１「参加申込書」

（様式１）に記載の電子メールアドレス宛に電子メールで通知します。 

 

12 提案にあたっての注意事項 

（１）次の各号に該当する場合は、提出書類が無効となる場合があります。 

①提出方法、提出先、提出期限に適合しないもの。 

②記載すべき事項の全部または一部が記載されていないもの。 

③虚偽の内容が記載されているもの。 

（２）プロポーザルの作成に要した費用、旅費、その他業務に関する一切の費用はプロポーザ
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ル参加事業者の負担となります。 

（３）本提案に関する提出資料は返却しません。 

（４）各提出期限後の提案書等の差替え及び再提出は認めません。 

（５）質問受付期間終了後は、本件に関しての質問は一切受け付けません。 

（６）実施にあたり、区は、事業候補者の提案に拘束を受けないものとします。 

（７）本事業に関して参加申込み事業者が１者の場合であっても、各審査を実施します。 

（８）本提案の提出物は本業務の事業者選考以外には使用せず、区が責任を持って保管・破棄

するものとします。 

（９）使用する言語及び通貨は、日本語及び日本円とします。 

（10）電子メール等の通信事故については、区はいかなる責任も負いません。 

（11）選定結果は、委託事業者との契約締結後、港区公式ホームページ上で公開します。 

 

13 選考結果の公表について 

本業務の選考過程の情報は、すべて区政情報です。区政情報は、「港区情報公開条例」の

定めるところにより、原則として公開となります（ただし、同条例第５条に定めるものを除

く）。 

 

14 開示請求 

提出された提案書等は、港区情報公開条例の規定による開示請求の対象公文書となり、開

示決定される場合があります。提出された提案書の一部又は全部を、著作権法（昭和４５年

法律第４８号）第２条第１項第１号に規定する著作物として、同法第１８条第３項第３号前

段かっこ書きに規定する意思表示をする場合には、提案書に意思表示する旨及び該当箇所を

明記してください。 

 

15 書類提出先・担当部署 

 〒１０５－８５１１ 東京都港区芝公園１－５－２５ 

  港区企画経営部区長室広報係（区役所４階） 

  電話：０３－３５７８－２０３８ FAX：０３－３５７８－２０３４ 
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